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自己資本コスト率は 1% (無リスクレー ト)+1.2(s値) x [4.5% (株式市場の期待収益
率) -1 % (無リスクレート)J = 5.2%である。他人資本と自己資本の剖合は7:3であるか
ら，税引前の加重平均した資本コスト率(割引率)は， 3% (借入資本コスト率) x 70% + 
笠丘三笠竺=4.7%になると考えられる。
(1 -0.4) 
使用価値4プ 80 サ 70 寸・・・.~巴叫=534
1.U引(1.047)- (1.047) - (1.047) 




に使うことも考えられる O この場合の割引率は， 2.7%を実行税率40%で税率前に割り戻した
4.5%を用いると考えられる。
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[図表2]資産Aの使用価値の算出過程《上倒 (2)の考え方①の場合〉
--、 l年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年資産Aの 80 80 70 70 60 55 50 45 40 30 
キャッシュー (ア)
フロー
1.05 (1.05)2 (1.05)3 (1.05)4 (1.05)5 (1.05)6 (1.05)7 (1.05)8 (1.05)9 (1.05)10 
制引率 (イ)
=1.103 =1.158 =1.216 =1.276 =1.34 =1.41 =1.48 =1.5 =1.63 
























使用価値は465+61= 526となる。これは上述の図表2の l年目 76.19，2年目 72.53，3 
年目 60.45，4年目 57.57，5年目 47.02，6年目 41.04，7年目 35.46，8年目 30.41. 9年目





















































































































































(1)帳簿価額 100 150 210 460 l∞ 560 
(2 )割引前将来キャッシュ・フロー N/A 160 180 N/A 
(3 )減損損失の認識 しない する
(4)回収可能価額、 N/A N/A 120 N/A 
(5)減損損失 N/A N/A .. 90 ..90 
(6 )資産グループごとの減損処理後の帳簿価額 100 150 120 370 100 470 
共用資産を含む.より大きな単位での減損損
失の認識の判定及び測定




(5) i.闘員損失 ....195 
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[図表5]共用資産からの減損損失額 [-105・(-40)= -65]を資産グループA，8， Cに配分する
--也『町-ー -ー 各資産グループへの配分額 配分後の帳簿価額
資産グループA 企 65x (100 + 370) 企 18 100-18 = 82 
資産グループB . 65 x (150 + 370) 企 26 150-26 = 124 





資産グループA . 65 x (100 + 210) 企 26
資産グループB 1. 65 x (150ム 250) 企 39
(以上は「適用指針J78頁-79頁からの引用である)
100-26 = 74 





















資産グループ A B C 小計 共用資産 合計
(1)帳簿価額 100 150 210 460 I 100 560 
(2 )共用資産の帳簿価額の配分 20 30 50 100 企 100 。
(3 )共用資産の帳簿価額の配分後の帳簿価額 120 180 260 560 O 560 
(4 )割引前将来キャッシュ・フロー N/A 170 210 N/A 
(5 )減損損失の認識 する する
(6 )回収可能価額 100 140 N/A 







減損損失 資産グル プへの配分 共用資産への配分
共用資産配分後の資産グループB "'80 企 67 企 13
共用資産配分後の資産グループC 企 120 企 97 企 23 」
合計 "'200 A36 
(以上は「適用指針J80頁-81頁からの引用である)


























資産グ 原始帳簿 資産グ 左記減損 超過した減損損失額の各資産 最終修正後の帳
jレー ブ 価額 ループ別 損失額算 への配分と共用資産分 簿価額
の減損損 定後の帳
失額 簿価額
A 100 O 100 企 65x (100 7 210) 出企26 74 
B 150 O 150 企 65x (100 7 250) 企 39 111 
C 210 企 90 120 O 120 (回収可能価額)
共用 100 O 100 60 (正味売却価額)-100 60 (正味売却価額)
資産 (原始l帳簿価額)口A40







価額と比較して減損損失額 [-80+(-120) = -20]の測定が行われる。このことが先述の図表
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[2つ目の方法]資産グループごとの減損損失の処理と最終帳簿価額
資産グ 原始帳 共用資産 回収可 当期の j成損損失額の資産グループへの 最終修正後




A 100 120 100 
B 150 180 100 企 80 企 80x (150 -7 180) 企 67 83 
C 210 260 140 ..120 企 120x (210 -0-260) 企 97 113 
共用 100 O ぬ 80x (30 -7 180) ニ..13 64 
資産 企 120x (50 -7 260) =.. 23 
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[図表9]のれんの減損処理方法









(1)帳簿価額 100 200 120 420 80 500 
(2 )制引前将来キャッシュ・フロー 130 210 100 440 
(3 )減損損失の認識 しない しない する
(4 )回収可能価額 120 190 70 380 
(5 )減損損失 N/A N/A 企 50 企 50





(1)帳簿価額 100 200 120 420 80 500 
(2)割引前将来キャッシュ・フロー 440 
(3 )減損損失の認識 する
(4 )回収可能価額 380 
(5 )減損損失 企 120
( 6)のれんを加えることによる減 企 70
損損失増加額
(7 )資産グループごとの減損処理 100 200 70 370 80 450 
後の帳簿価額
(8 )のれんに係る減損損失 企 70 企 70










































資産ク'ルー プ 土地 建物 什器備品 合計




減損損失 N/A 企 257 企 103
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